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昭和52年度の海外関係業務をふりかえって

海外地質調査協力室

地質調査所で行っている海外関係業務としては海外

地質調査協力室で行っている業務以外に資料室および

標本室で行っている資料交換ならびに各研究部課で

行っている研究成果の交流などがある.ここでは従来

どおり発展途上国に対する技術協力を中心として海

外地質調査協力室が担当あるいは関係している業務につ

いて概要を述べる.

先進諸国の国際的研究組織との協力発展途上国に対

する技術協力の重要性は年とともに国の内外から強く

要望されている.これらの情勢に対応して地質調査

所は海外地質調査協力室を窓口として積極的に渚動範

囲の拡大と充実につとめてきた.当室は関係研究部課

の協力のもとに発展途上国に対する専門象の派遣集

団ならびに個別研修員の受け入れを行うとともに先進

諸国の関係研究機関ならびに国際機関との協力を打って

いる.

過去10数年にわたり各国に派遣された多数の専門家に

よって示された業績ならびに受け入れた共同研究員

および研修員などにより当所に対する各国関係機関の

評価が高まり先進国の研究者との共同研究の実施関

係機関の要人の来所専門家の派遣要請研修参加希望

者の増加および国際会議への積極的祖参加要請などい

ずれも年々増加の傾向を示している.毎年開催されて

いる2つの集団研修コｰスは今倖で第11回を終了し

この間に受け入れた研修員の数は242名に達しそれら

の出身国はアジア中近東アフリカおよび中南米な

どの31カ国におよんでいる.

海外地質調査協力室では4串期毎に海外地質朗報

を印刷し業務内容専門家からの報告および海外ニュ

ｰスなどを取りまとめて関係方面に参考資料として配

布している･以下これらの要約もふくめて52年度の

業務をふりかえってみたい.

1.在タド研究･共同研究

今年度の在外研究員は合計9名であるがこの内1名

は50年度から引続き52年度も在外研究を継続し他の1

名は50年度からの在外研究を完了して52年度帰国し残

り5名は52年度から在外研究を開始しその内2名は引

続き53年度も在外研究を継続する.研究目的在外研

究機関経費の出所などは第1表のとおりである.
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策1衰

在外研究

52年度派遣中(無印)出発(○印)帰国(△印)

�目的�在外研究機関期間��氏名�経費

�鵜艦轟灘嚇�米国カリボルニアスタンフォｰド大挙�51.3.5～53.4.30�伊藤久男(地殻熱部)�スタ:■フォｰド大学

△�新生代酸性火山岩類の研究�米国メン日パｰク地質調査所�51.3.24～52.11.2�三村弘二(地質部)�科学技術庁

�����米国地質調査所

O△�地熱資源開発共同研究�来園ワスアラモス科学研究所地質調�52.丑.1～52.5.26��

��査所エネルギｰ開発局��山岡営三(地殻熱部)�サンシャイン計画

○△�制御生態系汚染実験共同研�カナダバンクｰバ環境庁海洋研究所�52.7.29～52.9.10��

�究���松本英二(海洋地質都)'�カナダ環境庁

O�活断層のテクトノブジクス�米国メンロバｰク地質調査所�52.10.6～53,10.5�衣笠善博(環境地質部)�科学技術庁

�に関する研究����

O△�海洋地質調査(国際深海堀�海洋掘さく船グ1コマｰ･チャレンジャｰ�52,10.17～52.12.27��

�削計画)�号に乗船��本座栄一(海洋地質部)�東煎大学海洋研究所

○△�水中火山岩の地質に関する�米国ロサンゼルスカリホノレニア大学�52.11.26～52.12.6��

�共同研究���山間営三(地殻熱部)�カリボルニア大学

O△�海洋地質調査(国際深海掘�海洋掘さく船グロマｰ･チャレンジャｰ�52.12.10～53,1.31��

�削計画)�号に乗船��水野篤行(海洋地質部)�東京大学海洋研究所

○�海洋地質学研究�米国カリボノレニアスクリップス海洋�53.2.1～54.1-31�中尾征三(海深地質部)�科学技術庁

��研究所���

第2表

共同研究

国籍

米国

フィリピン

フィリピン

研究題目

地熱発竃の研究

空中磁気デｰタ処理･解析

空中磁気デｰタ処理･解析

氏名

A.S,FURU皿0T0

C.F.丁皿0D0R0

���中�一

所属

ハワイ大学

鉱山局

鉱山局

期間'

53.3.16～53.3.27

53.1.23～53.2.11

53.1.23～53.3.23

経費

科学技術庁

��

��

ノ･ワイ大学入S.FU蜘瓦⑩T0博士は科学技術庁が招へ

いした外国人研究者として当所において地殻熱部の研

究者と地殻熱に関する研究討論を行った.

国際産業技術研究事業(ITIT)の共同研究員として

フィリピン鉱山局から2名カ峡所し物理探査部におい

て空中磁気デｰタの処理について共同研究を行った(第

2表参照).

ある地域である.第1次研究計画においては重力デｰ

タによりインドネシアのジャワ島およびその周辺地域の

地質構造を明らかに一し第2次計画においてはフィリピ

ンのルソン島北西部･中部を対象として同国で実施し

た空中磁気デｰタの処理解釈の共同研究によりフィリ

ピン島弧北部の地質構造の解明および鉱物資源賦存地域

の予測を行う予定である.

2.国際研究協カ

ユ業技術院による国際産業技衛研究事業(ITIT)の特

別研究の1つとして東南アジア地域地質構造の研究

が取り上げられ第1次計画として昭和48年度から4カ

年計画でインドネシア地質調査所とジャワ島の地質構造

について共同研究を実施し昭和51年度にその研究を完

了した.

第2次計画として昭和52年度から4カ年計圃でフィ

リピン鉱山局と筆中磁気探査デｰタの処理と解釈による

地下構造の共同研究に着手した.抵おこの研究に関

する基礎資料の充実をはかるため国際協力事業団の派

遣専門家による技術協力(後述)も実施された.

日本一フィリピンｰインドネシアを形成する島弧系列

は東アジア大陸の前縁にあたり地質構造発達吏の解明

および鉱産資源賦存可能地域として地球科学的に興味の

CCOP/IOC/亙巫O週計画はCCOPの重要な活動の!つ

でユネスコの政府間海洋科学委員会(IOC)が主催す

る国際海洋調査10年計画(IDOE)の一環として実施さ

れている｢東アジア･東南アジアにおける地質構造の発

達と金属鉱床ならびに炭化水素の生成との関係｣につい

て総含的研究を推進している.東アジア地域には6本

のトランセクトが設けられわが国でほ隠岐一室戸岬が

その1つとして取上げられた.当所では関係の研究者

と協同でLANDSAT映像の解析および現地検討を行い

あわせて従来の地質･地球物理的資料を総合しつつ研究

を進めている.

環太平洋マップ･プロジェクトは1973年に発厘

し翌年に設立された環太平洋エネルギ』鉱物資源理事

会(C1rcum-Paci丘｡Counci1forEnergyandMinera1�
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Resources)の事業の1つとして運営され米国地質調

査所が全体の運営にあたつている.このプロジェクト

の目的は地質図およぴエネルギｰ鉱物資源に関する

情報を交換して1,000万分の1および2,000万分の1の

地図にまとめるとともに可能なかぎりデｰタの標準化

とコンピユｰタｰ化を促進することを目標としている.

このプロジェクトは環太平洋を4区画とそれに南極を

加えた5区画に分けわが国は極東ソ連からインドネシ

アに至る北酉パネルに属している.北西パネルの議長

は資源大学校西脇親雄専務理事でその事務局長を佐

野海外地質調査協力室長がつとめている.パネルのメ

ンバｰとして国内では当所関係部課をはじめ東京大

学気象庁石油開発公団石滴開発技術センタｰおよび

石油資源開発株式会杜が参加し国外ではそれぞれの国

の地質調査研究機関国連機関および東南アジア石油探

査協会(SEAPEX)が登録されている.

地質図についてはバネルメンバｰから提出されたそ

れぞれの国の地質図をもとに編集作業が進められ編集

図の原稿図が作成された.この編集図はさらにバネル

メンバｰにより検討され完成の運びになる.海底地質

図およぴ堆積物デｰタバンクにっいても討議されている.

地質構造図については凡例の改訂が検討されっっ

あるが堆積盆地図に関しては原稿編集図を作成した.

地球物理図については計画段階にあり重カ地

殻の厚さ震源と発震機構リソフエアの歪カ活動的

な構造熱流量中新世以後の火山およぴ地熱資源につ

いての情報を盛り込むよう計画されている.

エネルギｰ資源図については炭化水素および石

炭資源に関する情報を入れた堆積盆地図の様式カミ期待さ

れるカミパネルメンバ』国からの編集図の提出がおくれ�
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の交流

(48.4.1～53.3.31)

ケマソ来カニオフト衝ク葉
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編集作業がおくれている.

鉱物資源図については編集が進められ原稿図が作

成されバネルメンバｰ国から意見を求めている.

断面図についてはどの種類の地図にも属さずすべ

ての種類の地図から導かれる特殊な合成図で水平･垂

噴:が同縮尺のものと垂直尺度を強調したものとの2種類

が考えられている､

デｰタバンクはプロジェクトの作業過程として設

立され地理図およびべ一スマツプのコンピユｰタｰに

よる作図地球物理学的デｰタの編集などが行われさ

らに地質学的デｰタの編集ならびにパネルメンバｰ国に

同様なバンクの設立などが考慮されている.

地理図は理事会によリマツプ･プ回ジェクトの区画

に対店して作成され北東･北酉およぴ南東の3区画が

最近出版され一般に販売されるようになった.

52年5月に米国地質調査所において第3回バネル議長

会議が開催されわが国からは北酉バネル議長の酉脇親

雄氏と当所佐野海外地質調査協力室長が出席した.な

お52年9月にマニラで開催されたCCOP第14回会議の

際に北西パネル会議が開かれ佐野室長が出席し議長代

理をつとめた.

亙SCAP/鵬C里/亙CS堆積盆地対比プロジェクト

は世界地質対比計画の一つ(プμジェクトNo,32)と

してエスキャップ地域に関する事務局がエスキャップ

天然資源部鉱物資源課におかれている.このプロジェ

クトは1968年にインドで開かれた第1回エカフエ(現在

ク)エスキヤヅプ)石油シンポジウムにおいてエカフェ

地域の各堆積盆地内および各盆地相互の地層対比を確立

することが堆積盆地内の石油天然ガス集積の地質環境�
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策3表

沿海鉱物資源探査集団研修

(52.5.5～52,12.16)

国籍�氏名�所属

アルゼンチン�JoseErnestoM酬DIA�SecretariadeEstadodeMineria

ノミングラデシユ�S.M.A1iMUsTムQUE�Bang1adeshOilandGasCorporation

ビノレマ�UMyatT亘EIN�Mya㎜aOi1Co叩o閉tion

コ1コンビア�OrjandoSanchezMoNE0Y�Emp正esaCo1o血b畳amdePetro1eos

インドネシア�RachInatSETIAwAN�GeologicalSurveyofIndonesia

インドネシア�Amu正u11ahJムzm�PERTAMINA

韓国�ShinWonCHEoL�KoreaResearchIns出uteo{GeoscienceandMinem1Resources

マレｰシア�VictorH0N�Geo1ogica1SurveyofMalaysia

マレ}シア�TaiSayANN�PetroleumNationalBerhad

ナイジェリア�MuhammedARUNA�FederalMinistryofPetroleumResoumesResearcもandC㎝servation

フイリピン�Phi1ipM.RI皿AND0�Phi1ippineNationa1Petro1eu㎜Center,EnergyDeve1op血entBoard

タイ�VeerasakaNAKINB0DEE�Depart㎜entofMine正alReso皿ces

タイ�Cha1eeSIR】RATANAM0N眺0L�DepartmentofMineralResources

第4表

地下水資源開発集団研修

(52.8,22～52.ユ2.13)

国籍�氏名�所属

バングラデシユ�Quamruzza㎜anK肌N�WateaResouエcesDevelopmentAgency

ボリどア�WalterVildozoV皿LAmNTE�Regio口alO蘭ce“GEOBOL"(Geologica1Survey)

エチオピア�TadesseM酬GIsTE�Geo1ogyandHydrogeologyDiv.,EthiopianWaterResourcesAuthority

インドネシア�S舳toPu工no皿oHADIwIY0To�Gro㎜tWatefDeve1op旭entpτoject

イラン�MD.RezaSALIMK亘ANIAN�Genera1Depa■血㎝tofG正o㎜dWaterDevelopmentC㎝ter

イラク�Sab出Mo止ammedSADIK�Divisiono{Geology,A㎞inistrationo{Gro㎜dWaterDeve1opment

マレｰシア�TanHoeTI皿�B蝸mhofDraiageandIrrigat三〇nDepartment

タイ�So㎜chaiEKT亘AMsUT�G正omdWaterDiv.,Dep砒血entofMine蝸1Resoumes

タイ�ArayaPEmNm�WaterResoumesCenter,Minis岬ofInterie正RoyalGoverme口t

を明らかにするために重要で今後このような作業の継

続の必要性が認められた.堆積盆地層序対比に関する

作業部会は域内国の専門家により数回開催され各国

の層序対比に関する現状報告作業規程などが討論され

た.1975年末にエスキャヅプ本部で開催された作業部

会においてこのプロジェクトの作業計画がつぎのよう

に決められた.鰯序図帖は各盆地毎に1図幅とし

その縮尺は複雑さに応じて1/100万または1/500万で

垂直縮尺1/25,000の層序柱状図を付し簡単な説明書を

作成する.堆積盆地図帖は縮尺1/1,ooo万で完成

する.前記2種類の地図帳は各国からエスキャップ事

務局の調整者に原稿が提出されエスキャップで印刷出

航空機内で空中磁気探査実習を行う沿海鉱物資源探査集団研修員

船上で海底熟流量測定実習中の地殻熟流量集団研修員�
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策5表

地殻隷流鐙集団研修

(53.1.17～53.2.27)

国�籍��氏��名��所��属

インドネ�シア��SuたimanK畑ムL���Geo出ermalInvestigationSec.,��Geologica1SurveyofIndonesia�

インドネ�シア�A.�J､�TasmanSIH0MBING��Geotherma1InvestigationSec.,��Geo1ogica1S岨veyofIndonesia�

マレｰ�シア��HoiKonLUM���RegionalMapPingSec.,��Geo1ogica1SuτveyofMa1aysia�

パプアニュｰギニア���RobinBi11MoAIAN���Geo1ogicalSu岬eyofPapuaNewGuinea���

フ�イ�リ�ピン�Ne1sonD.�QU工wム�BureauofMines���

フ�イ�リ�ピン�ManuelG.�ISADA�Co㎜i11iononVo1cam1ogy���

タ�イ���AmnuaychaiT亘IE皿p趾sERT��EconomicGeologyDiY.,��Depar施㎝to{MineralResources�

タ�イ��WaraGムL0UNG���EconomicGeo1ogyDiv.,��DepartmentofMinera1Resources�

第6表

個別研修

(52.4.1～53.3.3)

国籍

韓国

フィジｰ

研修課目

･粘土鉱床の鉱床学的研究

海洋地質調査(白嶺丸乗船)

氏名

尚基南

�潮楔�ぁ

所属

地球科学･鉱物資源研究所

鉱物資源部

期間

52.12.12～53.3.30

53.1.3～53.2.8

経費

国際協力事業団

国連

版される.全体として作業は遅れているがマレｰシ

アの層序図帖は仮印刷がなされた.わが国の堆積盆地

については当所の地質部および燃料部においてそれぞ

れの図帖原稿図の作成を完了した.

3.海外研修員の受入れ

国際協力事業団が計画する集団研修および個別研修

ならびに国際機関の要請による個別研修を実施した.

沿海鉱物資源探査および地下水資源開発の2つの集団

研修は今年でいずれも第11回を終了しさらに今年

度かぎりの集団研修として地殻熱流量の集団研修を実施

した.

沿海鉱物資源探査集団研修コｰスは10カ国

から13名の研修員を受入れ(第3表参照)52年5月か

ら12月までの7ヵ月間実施された.このコ』スの目的

は海底鉱物資源の探査に関する基礎知識を与えるため

物理探査に重点がおかれている･講議および室内実習

のほかに地質調査船白嶺丸による海洋地質調査航空

機による空中磁気探査などの野外実習ならびに地質

巡検旅行が実施され最後に各研修員から技術報告書が

提出された.

地下水資源開発集団研修コｰスは8カ国か

ら9名の研修員を受入れ(第4表参照)52年8月から

12月までの4ヵ月間実施された.このコｰスの目的は

地下水の探査･開発および管理について基礎知識を与え

ることで講議および室内実習のほかに野外実習なら

びに地質巡検旅行を実施した.野外実習の結果は研修

員自らとりまとめ技術報告書として提出された.

東京国際研修センタｰで講議

を受ける地下水資源開発集団

研修員�
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策7表

海外出張及び派遣

52年度派遣中(無印)

出発(O印)桶禺(△印)

目的派

遣先期間

氏

経費

O△

O△

○△

○△

O△

○△

○△

○△

O△

O△

○△

O△

○△

○△

○△

○△

○△

O△

O△

O△

O△

�■■����

�����■''一

△�研究指導�サウジアラビアジェッダ応用地質学研究所�46.3.25～52,8.31�高橋清(技術部)�ユネスコ

�鉱物資源調査�メキシ=1メキシコシティｰ鉱物資源審議会�48.12.12～54.12.τ1�竹閉焚夫(鉱床都)�国際漉ノ｣事業団

△�地化学探査�タイハンロクエスキャップ地域鉱物資源開発センタｰ�50.3.1～52.8.31�本島公司(技術部)�国際協力事薬団

△�鉱物資源調査�トルコアンカラ鉱物資源開発研究所�50.7.1～53.3.31�神谷雅晴(中国出張所)�国際協力事業団

△�鉱物資源調査�トルコアンカラ鉱物資源開発研先所�50,7.1～53.3,31�岡部賢二(北海道支所)�国際協力事業団

△�物理探査�ペルｰリマ地質鉱物研究所�51.3.14～53.3.13�武層{之(物理探査部)�国際協わ事業団

�技術協力�タくバンコクエスキャップ鉱物資源課長�51,8.5～53.8.4�嶋崎吉彦(鉱床都)�国連

△�研究指導�サウジアラビアジエッダ応用地質学研究所�51.10.8～52.9.30�服部に(地質部)�ユネス:コ

△�研究指導�メキシニ･ソノラソノラ大学�51.11.19～52.5.18�佐藤壮郎(鉱床部)�国際協力事薬団

�技術指導�タイハン=1クエスキャップCCOP���

��事務局�52.1.15～54.1.ユ4�河田清雄(地質郁)�国際協力事業団

△�空中磁気デｰタ処理技術指����

�導�フィリピンマニラ鉱山局�52.3.15～53,4.16�小川克郎(物理探査部)�国際協力事業団

△�空中磁気デｰタ処理技術指����

�導�フィリピンマニラ鉱1I胴�52.3.15～53.4.16�捌11義夫(物理探査部)�国際協力事業団

△�東南アジア地質構造研究�インドネシアバンドン地質調査所�52.3.22～52.4.1�佐藤･良昭(燃料部)�ITIT

△�国土基本図作成計画協議�サウジアラビアリアド�52.3.29～52.4.27�桑形久夫(海外窒)�国際協力事薬団

O△�軽量骨材資源調査�イランテヘランUNDP事務局地質調査所�52.4.4～52.4,28�藤井紀之(鉱床部)�国際協力事薬団

O△�軽量骨材資源調査�イランテヘランUNDP事務局地質調査所�52,4,4～52.4.28�須藤定久(鉱床部)�国際協力事業団

○△�空中磁気デｰタ処理指導�フィリピンマニラ鉱山局�52.4.1ゑ～52.5,13�長谷川博(海外塞)�国際協力事業団

○△�鉱山開発関連事業計画調査�チリ�52.6.7～52.7.6�村下敏夫(環境地質部)�国際協力事業団

○�地化学探査�タイハンコクエスキャップ地域鉱物���

��資源開発センタｰ�52.8.15～54.8.14�伊.藤司郎(技術部)�国際協力事業団

O△�地殻熱流量調査�タイフイリピンマレｰシアインド���

��ネシアパプアニュｰギニア�52.8.30～52.9.29�松林修(地殻熱部)�国際協力事業団

○△�海洋地質調査�フィジｰトンガ南太平洋�52.8.31～52.11.ユ�小像純輔(海洋地質部)�国際協力事薬団

○△�鉱床探査計両指導�トルコアンカラ鉱物調査開発研究所�52,9.4～52.10.16�沢俊明(鉱床部)�国際協力事薬団

○△�空中磁気デｰタ処理擶導�フィリピンマニラ鉱11閉�52.9.11～52.11.10�小川克郎(物理探査部)�国際協力事業団

O△�空中磁気デｰタ処理指導�フィリピンマニラ鉱山周�52.9.11～52.10.10�津宏治(物理探査部)�国際協力事業団

O△�空中磁気デｰタ処理指導�フィリピンマニラ鉱山局�52.9.27～52.10.29�長谷川博(海外室)�国際協力事業団

○△�鉄鉱床探査計簡指導�トルコアンカラ鉱物資源開発研究所�52110.9～52.11.4�大町北一郎(鉱床部)�国際協力事薬団

O△�鉱床学研究指導�タイソンクラプリンスソンクラ大学�52.10.11～52.12.27�有原舜三(鉱床部)�国際脇カ事業団

○△�海洋調査船白嶺丸による海����

�洋地質調査�南太平洋フィジｰ�53.1.7～53.3.7�盛谷響之(海洋地質部)�地質調査所

○△�海洋調査船白嶺丸による海����

�洋地質調査�南太平洋フィジｰ�53.1,7～53.3.7�小野寺公児(海洋地質部)�地質調査所

○△�海洋調査船白嶺丸による海����

�洋地質調査�蘭太平洋フィジｰ�53.1.7～53.3.7�木下泰正(海洋地質部)�地質調査所

○△�海洋調査総白嶺丸による海����

�洋地質調査�南太平洋フィジｰ�53.1.7～53.3,7�湯淺真人(海洋地質部)�地質調査所

○△�海洋調査船自嶺丸による海����

�祥地質調査�南太平洋フィジｰ�53.1.7～53.3.7�肩原文案(海洋地質部)�地質調査所

O△�海洋調査船白嶺丸による海����

�洋地質調査�南太平洋フィジｰ�53.1.7～53.3.7�西村清和(海洋地質部)�地質調査所

O△�海洋調査船白嶺丸による海����

�洋地質調査�南太平洋フィジｰ�53.1.7～53.3.7�鈴木泰輔(燃料都)�地質調査所

○�ウラン資源探査�コ貝ンピアボゴタ原子カ研究所�53.2.3～53.8.2�坂巻幸雄(鉱床都)�国際臨力事業団

○�ウラン資源探査�コ胃シビアボゴタ原子力研究所�53,2.3～53.8.2�望月常一(技術部)�国際協力夢業団

O△�東南アジア地質構造α)研究�フイリピンマ皿ラ鉱1!1周�53.2,5～53.2.28�長谷川博(海外室)�ITI↑

O△�東南アジア地質構造び)研究�フィリヒ'ンマニラ鉱山局�53.2.5～53,2.28�津法治(物理探査部)�ITIT

O�水資源開発計画調査�マリバマコ�53.3.14～53.4,16�坊城俊厚(燃料部)�国際協力事楽節

○�水資源開発計聞調査�マリバマコ�53.3.14～53,4.16�村下敏夫(環境地質部)�国際協力事業団

O�水資源開発計画調査�マリバマコ�53.3.14～53.4.16�:考沸斌政(環境地質部)�国際協力事業団�
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地殻熱流鐙集団研修コｰスは今年度始めて開催

され5カ国から8名の研修員カミ参加し(第5表参照)

53年1月から2月の間実施された.エスキャップ束ア

ジア酉太平洋沿海鉱物資源共同探査調整委員会(CCOP)

は石油･天然ガス鉱床に関する長期計画を審議しそ

の中の1つとして炭化水素の生成移動が地層温度によっ

て制御促進されしたがって地殻熱流量と炭化水素鉱

床の分布とが高い相関関係にあること認識し東南アジ

アにおける地殻熱流量測定を積極的に推進することに決

定した.なお国際海洋調査10年計画(IDOE)におい

ても陸域を含む地殻熱流量の研究が重要匁項目として

取上げられた.このような背景によってCCOP加盟

国は地殻熱流量の測定に関する技術援助を強く要望する

に至った.CCOP事務局はこの分野で指導的地位を占

めているわが国に協力を求めてきたのでこれに応じて

地質調査所が関係研究者と協議し東京大学地震研究所

上田教授と計画を推進することにした.この計画にし

たがって50年度から毎年上田教授を中心とし当所から

も参加してフィリピンタイマレｰシアインドネ

シァバプァ･ニュｰギニアにおいてそれぞれの国の研

究者と現地調査を行うとともに国際協力事業団から各

国に測定用の温度計がCCOP事務局に各国共用のため

の熱伝導度計が無償供与された.地殻熱流量測定を上

記各国でさらに自らの手で継続的1こ実施し測定結果の解

析を行いあわせて東南アジア地域全域にわたる総合的

な資料を得るため各国の研修員を招き技術ならびに解

析の研修を行わせるためこの集団研修コｰスが今年度

かぎりのコｰスとして開設された.上田教授がコｰス

リｰダとなり東京大学など大学気象庁民間業界お

よび当所からそれぞれの専門分野における研究者が講師

に選ばれ新設された国際協力事業団八王予国際研修セ

ンタで研修員の宿泊ならびに講議が行われた.室内実

習のほかに錦江湾における海上実習祖らびに九州地方

における地質巡検旅行が行われた.研修報告書は海外

室佐野室長によりとりまとめられCCOP事務局校らび

に関係機関に配布された.

個別研修は韓国から1名フィジｰから1名を受入

れた(第6表参照).韓国からの研修員は鉱床部におい

て約4ヵ月間窯業原料に関する研修を行った･.フィ

ジｰの研修員はエスキャップ南太平洋沿海鉱物資源共

同探査調整委員会(CCoP/SOPAC)からわが国に要請

されたもので約1ヵ月間地質調査船白嶺丸に乗船し

南太平洋地域で海洋地質調査の海上実習を行った.

4.専門家派鐙

派遣されている専門家は国連の要請コロンボ計画

等により日本政府が国際協力事業団(JICA)を通じて行

っている技術協力などでいずれも発展途上国において

地下資源開発のための調査･研究･技術指導な.とに従事

している(第7表参照).

1年以上にわたる長期派遣専門家が52年度も引続き

派遣されているがまだは新しく派遣された国々はサウ

ジアラビアに2名エスキャップ(EconomicandSo･

cia1CommissiopforAs1aandthePaci£c)に4名

トルコに2名メキシコおよびペノレｰに各1名である.

1年以下の短期専門家が派遣された国々はフィリピン

に9名(内2名はITIT)イランに2名チリに1名

タイに2名マレｰシアに1名インドネシアに1名

パプア･ニュｰギニアに1名南太平洋に1名トルコ

に2名コロンビアに2名マリに3名である.

エスキャップ･天然資源部鉱物資源課(ESCAP,

Natuエa1ResourcesDivision,Minera1ResourcesSec-

tiOn)に課長として勤務するため鉱床部嶋崎技官が51

年8月から2年間の予定で赴任している.

鉱物資源課はエスキャップの中でも活発な活動を続け

ている組織で学術的注シンポジウムセミナｰなども

主催し域内国の鉱物資源開発に寄与している.これ

ら業績は国連出版物のシリｰズものの1つである鉱物

資源開発シリｰズ(Miner叡1ResourcesDe∀e1op皿ent

Series),として公刊され最近のものとしてはNo.42

の｢エスキャップ地域の堆積盆地間の層序対比｣がある.

なお傘下には南太平洋地域沿海鉱物資源共同探査調整委

員会(CommitteefOrCo･ordinat1onofJointProspect-

ing{orMinera1ResourcesinSouthPaci丘｡O笠shore

Areas)地域鉱物資源開発センタｰ(Regiona1Minera1

ResourcesDevelopmentCenter)および錫工業開発

調査センタｰ(TinInaust工yDeve1opment詠ndRese-

archCenter)の3つの組織を掌握している.

エスキャップ･東アジア西太平洋沿海鉱物資源共同

探査調整委員会(CC0?)(COmmittee壬0rC0･ordina･

tiono{JointO笠shoreProspectingforM1nera1Resou-

rcesinEastAs1aandWestPac過｡)は1967年に設

立され加盟国は日本韓国フィリピンベトムナ

タイカンボジアマレ』シアジンガポｰルインド

ネシアパプア･ニュｰギニアの10カ国でその事務局

はバンコクに置かれている.わが国は設立当初から積

極的に協力し事務局に対して技術専門家の派遣'技術

報告書の編集印刷集団研修の実施域内国に対す局専�
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門家派遣CCOPプロジェクトの実施および現金翅出

抵とを行い委員会で先導的な役割を果している.

事務局に技術スタッフとして派遣されている専門家は

事務局設立以来継続的に国際協力事業団の経費により

当所からほぼ2年の任期で現在までに6名が派遣された.

技術報告書(Technica1Bu11et…n)は!968年に出版され

た第1号以降本年度出版された第11号まで当所で編集

･印刷･出版が行われている.

CCOPの設立を推進し事務局開設以来事務局長を務

めたC,Y.LI博士は53年2月に退任した.

コニスキャップ･地域鉱物資源開発センタｰ(R雌R迦C)

は1673年に設立されその事務局はバンコクに置かれ

ているが近くインドネシアのバンドンに移転する予定

である.センタｰには日本西独オランダから技術

専門象が派遣されわが国からは2名が派遣されていた

が現在は1名である.52年8月に帰国した当所本島

技官の後任として技術部地球化学課伊藤司郎技官が52

年8月から2カ年の任期で派遣されている.

センタｰの業務は域内国からの要請に応じ事務局か

らそれぞれの専門家を派遣すると同時に突進国の技術

専門家にもその協力を要請している･当所から派遣さ

れた専門家は前者のケｰスとして伊藤技官がタイフ

イリピンおよびパプア･ニュｰギニアで地化学探査およ

び化学分析の技術指導を行い後者のケｰスとして鉱

床部藤井紀之および須藤定久両技官がイランの軽量骨

材資源調査のため国際協力事業団の専門家として52年

4月から約1ヵ月間派遣された.

エスキャップ･南太平洋沿海鉱物資源共同探査調整

委員会(CCOP/SOPAC)(Co血mitteeforCo-or乱

nationofJointProspect三ng{orMineエa1Reso1ユエ｡esin

SouthPaci丘｡O伍shoreAreas)は1971年に設立準備

会議を開き!972年以降毎年メンバ』国技術顧問国

際機関の代表による会議を開催している.その加盟諸

国は英領ソロモン群島クック諸島フィジｰニュｰ

ジｰランドパプア･ニュｰギニアトンガ国および西

サモアでわが国は技術顧問を第2回会議以来毎回派遣し

ている.

委員会はその事業の!つとして海洋調査船によるフ

ィジｰ酉サモアクック諸島およびトンガを含む南太

平洋海域の海洋地質調査および技術研修を実施するにあ

たりわが国に海洋物理探査専門家の派遣を要請してき

た.海洋地質部中条課長は国際協力事業団派遣専門家

として52年8月末から約2ヵ月間海洋物理探査ならびに

加盟国技術者の訓練を行った･

サウジアラビア･応用地質学研究所は1970年

にユネスコの援助により設立されジェッダのアブドル

アジｰズ大学内に置かれている.技術部高橋技官は研

究所の設立初期からユネスコ専門家として派遣され地

球化学の教授として学生の指導法らびに地化学探査の技

術指導を行い約6年半の任期を終えて帰国した.地

質部服部技官はX線マイクロプロｰブ実験室の設立と技

術指導のため派遣されていた淋約1カ年の任期を終え

て帰国した.

当所が実施した海外技術協力事業の中で人員･期間

ともに最大規模のサウジアラビアに対する技術協力は

照和38年9月に初まる石滴鉱物資源省に対する鉱物資源

調査団から昭和51年3月に帰国した団員まで延39名応

用地質学研究所に派遣された2名の専門家の帰国により

終了した.

トルコ･鉱物調査開発研究所(醐TA)は首都の

アンカラにあり昭和4!年にはじめて当所から炭田調査

の専門家がトルコ政府の経費で派遣され昭和44年から

国際協力事業団の経費により金属鉱床探査構造地質お

よび岩石学などの専門家が当所および民間業界から派遣

され常時2～4名が駐在していた.

中国出張所神谷技官北海道支所岡部技官は主とし

て黒海東部海岸地域の非鉄金属鉱床探査および技術指導

にあたり今年度末に帰国したがこのプロジェクトを継

続するため後任の専門家カミ53年度初期に派遣される予定

短期派遣専門家として非鉄金属鉱床探査計画指導のた

め52年9月に鉱床部沢課長が鉄鉱床探査計画指導の

ため昭和52年10月に鉱床部大町部長が派遣された.

メキシ:1･鉱物資源審議会(C鼠珊)には鉱床部

竹岡技官が国際協力事業団の派遣専門家として48年12月

から6年の任期で派遣されメキシコ北部の斑岩銅鉱床

探査など各地の鉱床探査および技術指導に従事している.

ペルｰ･地質鉱物研究所には物理探査部武居技

官が国際協力事業団の経費により51年3月から2カ年

の任期で派遣され物理探査の実施ならびに技術指導を

行っていたが53年3月任期を終え帰国した.後任者

の派遣予定はない.

フィリピン･鉱山局はルソン島北西部セブボ

ホｰルおよびネグロス島の地域において飛行距離

32,000kmに達する空中磁気探査デｰタを蓄積しており

これらデｰタの処理および解釈ならびに今後の作業計画

の実施についてわが国に専門家の派遣を要請してきた.�
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この要請に床えて51年度に当所から予察および計画立

案のため1名引続いて第!次調査団3名が約1ヵ月間

派遣された.52年度に第2次調査団として物理探査

部小川技官津技官および海外室長谷川技官が!～2カ

月間派遣され空中磁気探査デｰタの処理解析および

空中磁気図の作成について技術指導を行った.なお

この技術協力事業は52年から開始されたITIT特別研

究｢東南アジア地域地質構造の研究｣の第2次研究計画

(前述)と密接な連けいを保ちつつ進められ53年度も

引続き実施される予定である.

メキシコ･ソノラ大学には鉱床部佐藤壮郎技官が

国際協力事業団の専門家として51年11月から6ヵ月間

鉱床学の講議ならびに銅鉱床の調査研究のため派遣され

ていたが任務を完了して52年5月に帰国した.

サウジアラビア･宿泊鉱物資源省は冒本･サ

ウジアラビア技術協定にもとづきルブアルハリ砂漠国

土基本図作成プロジェクトを推進するにあたり50年末

に国際協力事業団の経費で実行計画調査団が派遣された.

5!年度末にさらに実行計画を協議するために第2次調査

団が派遣された.海外室桑形技官は第1次調査団員と

して引続き第2次調査団にも参加し52年4月下旬帰国

した.

東南アジア地域地殻難流盤測定はエスキャ

ップCCOPの要請を受けて国際協力事業団の経費に

より実施されることになり50年度にタイマレｰシ

アフィリピンおよびインドネシアに対して予察調査が

なされ51年度に前記4カ国の野外調査が実施され各

国に対して地中温度測定装置が供与された.52年度に

は上記4カ国にパプア･ニュｰギニアを川へた5カ国を

対象として地中温度勾配測定および熱伝導度測定カミ行

われた.地殻熱部松林技官は東京大学地震研究所を

主体とする調査団の一員として51年および52年度の現

地調査において熱伝導度測定に従事した.52年度に開

催された地殻熱流量集団研修コｰスと調査団の派遣は表

裏一体の関係にあり地殻熱流量は地球物理学的基礎資

料のみ征らず炭化水素鉱床の分布と深い関係にあるこ

とが関係諸国に強く認識されるようになった.現地調

査は53年度にも実施予定である.

チリセロ･=1ロラド鉱山開発関連施設整備計画調査

はチリ北部にあるセロ･コロラド銅鉱山開発に関連し

して必要な施設の一環として道路鉱山都市および用

水の整備計画作成のため道路都市および用水の専門

家により実施された.環境地質部村下技官は調査団長

として52年6月から1ヵ月間現地において地質および

用水調査に従事するとともに総括ならびに報告書作成に

従事した.

タイプリンス･ソンクラ大学には国際協力事

業団から派遣されている元当所職員沢田博士が総長顧問

として地質調査研究プロジェクトの推進に当っている.

このプロジェクトに協力するため鉱床部石原技官は国

際協力事業団派遣専門家として52年10月から約2.5月間

派遣され錫鉱床を伴う花開岩類の調査研究ならびに学

生の指導を行い53年度も引続いて実施される予定･

:1ロンビァ･原子力研究所は西独フランスお

よびスペインなどの協力により国内のウラン資源探査を

積極的に進めておりわが国にも専門家および機材につ

いて協力を求めてきた.鉱床部坂巻技官技術部望月

技官は国際協力事業団の派遣専門家として53年2月か

ら6ヵ月間の予定で派遣されウラン鉱床の探査ならび

に鉱床学的地球化学的柾技術指導を打っている,

マリ･地下水資源開発調査はマリ政府が技術協

力を要請した住民の飲料水および遊牧地整備の水資源確

保のための計画で国際協力事業団により実施された.

現地調査団は7名の専門家で編成され当所からは団長

として燃料部坊城部長環境地質部村下技官および石井

技官が参加し53年3月から約1ヵ月間東部地方の現地

調査を実施した.

5.国際会議

海外で開催された地学関係の国際会議の桂かで下記

の会議に当所職員が参加した.

環太平洋マップ･プロジェクト第3回パネル議長会

議は米国地質調査所の主催によりワシントン近郊の

レストンにある地質調査所本部で開催された.会期は

5月2目からの4目の間でわが国からは北西パネル議

長の資源大学校西脇親雄専務理事と事務局長をつとめて

いる当所佐野海外室長が出席した.

エスキャップ･地域鉱物資源開発センタｰ政府間会

議はセンタ｣の活動の長期計画と規約･資金問題など

について討議するため52年8月2目から8目までの間

バンコクにあるエスキャップ本部で開催された.参加

者は日本オｰストラリアバングラデシュフランス

インドインドネシア韓国マレｰシアフィリピン�
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策8表

国際会議

�会�議�名��開催地�1期�間�±�����

������ヨ��1�出�席�者�活�動

�環太平洋地図計画パネル議長会議���釆国�レストン地質調査所�52.4.30～52.5.8��佐野��凌一(海外室)��北酉地域事務局長�

エスキャップ��地域鉱物資源開発センタｰ政府開会議��タイ�バンコクエスキャッ�52.7,31～52.8.10�������

����プ本都����佐野��凌一(海外室)��政府代表�

�第8回国際カオリン･シン赤ジウム���スペイン�マドリッド�52.9.��1～52.9,131藤井紀之(鉱床部)����論文発表�

��エスキャップアジア沿海鉱物資源共同探査調整委員会(CCOP)第14回会合��フィリピン�一��������

�����マニフ���5Z五19～肌1α6j佐野凌一(海外壁)����政府代表�

��エスキャップアジア沿海鉱物資源共同探査調整委員会(CCOP)第14回会合��フィリピン�一��������

�����マニフ�i■�52.9.20～52.10.5■井上���英二(海洋地質部)��特別顛間�

������■��!�����

��二･スキャップ南太平洋沿海鉱物資源共同探査調整委員会(CCOP/SOPAC)第6回会合����■�������

�����パプア･ニュｰギニア�ポｰ�������

�����トモレスヒｰ��■52108～521019■佐藤良昭(燃料部)■■�����技術顧問�

��UJNR第6回目米海洋資源工学調査委員会及び第4回海底地質部会����一�������

����米国�ロサ:ノセルスフシン�■�52.10,17～52.10.29������

����トン�サンフランシスコ���盛谷��智之(海洋地質部)��日本側委員�

������一�������

�������

�国連海底鉱物資源開発専門会議����米国ニュｰヨｰク国連本1都1�521127～521221����大町北一郎(海洋地質部)��国連�

北酉地域事務局長

タイン違西独およびユネスコ国連開発計画国連

工業開発機構などの国際機関からの代表で当所から海

外室佐野室長が日本政府代表として出席しだ.なお

当所から派遣されているエスキャップ鉱物資源課長嶋崎

技官およびCCOP事務局技術専門家河田技官はそれ

ぞれの機関の代表として出席した.

第8回国際カオリンシンポジウムはスペイ

ンのマドリｰドで52年9月7日から10目'の聞開催された.

参加者は19カ国から61名で鉱床部藤井技官は科学技術

庁の経費で参加し日本の熱水性粘土鉱床に関する研究

成果の発表を行った.

エスキャップ･アジア沿海鉱物資源共同探査調査委

員会(CCO里)第14回会議は9月21日から10月4目ま

での間フィリピンのマニラで開催された.本会議と前

後して技術諮問グルニプ会合･CCORIOC合同作業

グルｰプ会合および環太平洋マツブ･プ回ジェクト会合

カミ行われた.参加者は日本インドネシア韓国

マレｰシアパプア･ニュｰギニアフイリピンシン

ガポｰルおよびタイの各加盟国代表オ』ストラリア

インドネシアフランス西独オランダ英国米国

および員本から派遣された特別顧間ならびに国連本

部国連開発計画エスキャップユネスコ･政府間海

洋学委員会の代表などであった.わが国の参加者は

海外室佐野室長を政府代表とする6名の代表団CCOP

特別顧問に指名された海洋地質部井上課長(国際協力事

業団経費で出張)国際協力事業団専門家としてフィリ

ピンに出張中の物理探査部小川技官東京大学理学部水

谷助手でそれぞれの会合に出席した.また1当所か

らの派遣職員で鉱床部嶋崎技官がエスキャップ代表とし

て地質部河田技官がCCOP事務局員として会議に参

加した.

エスキャップ･南太平洋沿海鉱物資源共同探査調整

委員会(CCO正/So亙AC)第6回会議は10月11目から

17目の間パプア･ニュｰギニアのポｰトモレスビｰで開

催された.参加者はクック諸島フィジｰニュｰジ

ｰランドソロモン諸島トンガ西サモアの各加盟国

オｰストラリアフランメソ連英国米国および日

本からの技術顧問ならびに国連開発計画ユネスコ

･政府聞海洋学委員会エスキャップの代表などであっ

た.わが国の参加者は燃料部佐藤技官が国際協力事業

団経費による技術顧問として国際協力事業団派遣専門

家として南太平洋海域の海洋地質調査に協力していた海

洋地質部中条技官が事務局専門家として参加した.

日米天然資源委員会(UJN毘)第6寧日米海洋資源工

学調査委員会及び第4回海底地質専門部会日米合同

委員会は米国回サンゼルスおよびメンロパｰクで10

月下旬に開催された.わが国からの参加者は前者に

ついては科学技術庁電子技術総合研究所公害資源研

究所の専門家および当所海洋地質部盛谷技官後者につ

いては海洋地質部盛谷技官と在外研究中の三村技官衣

笠技官および伊藤技官であった.

国連海底鉱物資源開発専門家会議は11月28

目から12月1目の間国連本部で開催された.会議の参

加者は世界各国の政府機関または民間業界の海底鉱物資

源開発に関する専門家および国連機関の代表者匁ど約30

名で最近掬光を浴びている深海底鉱物資源の経済的開

発の長期予測計画をたてるため国連李部経済社会局に

よって召集された.海洋地質部大町部長は専門家とし

て国連経費により参加した.'�


